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研究成果の概要（和文）：本研究の主要な成果は以下の通りである。(1) 近年のアイルランド教育史研究の動向を概観
し、従来強調されていた国家介入ではなく、宗教団体や任意団体により多くの注意が向けられていることを明らかにし
た。(2) この研究動向は、国家主導のアイルランドと任意団体主導のイングランドという従来の定説に対して、両者の
構造的類似性を示唆しているという、教育史学史的意義を明らかにした。(3)「反悪徳キリスト教知識儀礼普及協会(AP
CK)」の事例研究を行い、その近代的でリベラルな性格を明らかにした。また、この団体への公的補助を、アイルラン
ドの安定的統治という観点から説明した。

研究成果の概要（英文）：The main findings of this study are as follows: 1)recent studies present some doub
ts on whether the national school system in Ireland was indeed as modern and secular as it had been believ
ed. Their main focus tends to be on religious bodies and voluntary associations, and not on state interven
tion; 2)these recent findings suggest that public education system in Ireland shares a structual similarit
y with that of England; 3)the case study of the 'Association for discountenancing Vice and promoting the K
nowledge and Practice of the Christian Religion(APCK)' supports the view that voluntary associations were 
more modern and liberal that generally expected. The APCK denied the aim of conversion and took a reconcil
iatory stance with other Protestant sects and Catholics, although it was supported by the Church of Irelan
d. It is this liberal and modern character of the APCK that encouraged the British Parliament to give stat
e grant to the APCK to maintain its stable government of Ireland.
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１．研究開始当初の背景 
イングランドに偏重してきた従来のイギリ
ス教育史研究に対して、アイルランド公教育
を対象とした歴史研究の蓄積は現在までに
必ずしも多くはない。しかし、工業化された
先進国で早く公教育制度が発展するという
通説とは異なり、工業化が遅れたアイルラン
ドでは、イングランドよりもはるかに早い段
階で公教育制度が成立していた、という発見
は、1980 年代以降の教育史研究において、
公教育制度を成立させる歴史的要因を探求
するうえで重要なものである。アイルランド
公教育の成立を歴史的に検討することは、公
教育が歴史の中でどのような要因によって
成立したのか、という問いに対して、新しい
回答を与える可能性があると同時に、公教育
とは何かを問い直す、現代的な意義も有する
課題である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、次の三点を主たる目的として行
われる教育史研究である。(1) 1831年に成立
するアイルランド公教育制度に関して、1970
年代以降の研究成果をレヴューし、その到達
点を確認する。(2) 宗主国（イングランド）-
植民地（アイルランド）という関係に注意を
払いつつ、18世紀末から 1831年までのアイ
ルランド公教育制度の具体的な成立過程を、
プロテスタント系任意団体、本国政府および
アイルランド総督、カトリック勢力との関係
の変容に焦点を当てて分析する。(3) アイル
ランド公教育制度の発展が、イングランドに
おける公教育制度に与えた影響を、実証的に
明らかにする。以上から、19世紀前半のイギ
リス公教育史の全体構造の解明を目指す。 

 
３．研究の方法 
19 世紀前半のアイルランド公教育の成立
過程およびその影響について分析するため、
以下の研究計画および研究方法を採用する。 
(1)1970 年代以降から現在までのアイルラン
ド公教育史研究をレヴューし、その到達点を
確認する。 
(2)アイルランド公教育の展開を、イングラ
ンドを中心として「ブリテン」における公教
育制度の展開と比較する。 
(3)アイルランド公教育史を「非宗派教育」
をめぐる政府・任意団体・カトリックという
三者の葛藤のプロセスと把握し、制度史と社
会史を統合する。 
 
４．研究成果 
(1)アイルランド公教育史研究のレヴュー 
 アイルランド公教育の成立と展開に関わ
る研究は、海外においても相対的に蓄積がそ
れほどなされていなことに加えて、日本への
紹介はほとんどなされてこなかった。本研究
の成果である雑誌論文①および学会発表⑤
（次節「主な発表論文等」参照のこと）は、
現在までのアイルランド公教育史研究に関

する唯一のヒストリオグラフィーと言って
よく、研究蓄積・紹介が不十分である現在に
おいて、それ自身学術的価値があると信じる。
具体的な内容としては、論文および学会発表
で次のことを明らかにした。第一に、1970 年
に世に問われた D. H. アケンソンの『アイル
ランドにおける教育の実験』という著作が、
それ以前の研究史とは一線を画し、アイルラ
ンド教育史研究の新しいスタンダードとな
ったことである。アケンソンの修正主義的な
枠組みは、アイルランド公教育政策を、「プ
ロテスタント・イングランド政府によるカト
リック・アイルランド民衆への抑圧と同化」
とみなすナショナリスト史観を再審すると
同時に、比較史的な展望を拓く上でも画期的
であった。「工業化後進地域であるアイルラ
ンドでイングランドよりも早く公教育制度
が整備されたのはなぜか」という比較史的な
問いは、アケンソンの研究によって切り開か
れたからであり、80 年代の教育史理論研究に
も一定のインパクトを与えるものであった。 
しかし、第二に、1990 年代以降から現在に
至る最新の研究動向は、アケンソンの枠組み
を再審し、1831 年に成立する国民学校制度が
本当に従来の想定のような世俗的・国家主導
の公教育制度であったのか、という点を問い
直している。これらの研究が示唆するのは、
高教育制度の展開に関する「アイルランドの
先進性／イングランドの後進性」ではなく、
むしろ両者の類似性・同型性にシフトしてき
ている。アイルランド公教育史研究の現在の
動向は、一見先進的に見えるアイルランドの
事例を「ブリテン」という大きな枠組みのな
かに位置づけて解釈する必要性を示唆する
ものである、というのが、学会発表及び論文
の結論として提示された。 
 
(2)イングランドとの比較史研究 
 (1)と関連するが、アイルランドの事例を
単なる先進性や特殊性というかたちではな
く解釈するためには、アイルランドがそこに
含まれる「ブリテン」という枠組みに位置づ
けることが必要となる。本研究ではイングラ
ンドとの比較というかたちで研究動向を整
理・概観する、ということが主たる内容とな
ったが、こうした比較はスコットランド・ウ
ェールズ、植民地と、またフランス等の他国
との比較というふたつの方向へ接続してい
く必要があろう。 
 雑誌論文①、学会発表①、②、④、⑥、図
書①、②は、主としてイングランドにおける
民衆教育の特徴とされる「ヴォランタリズ
ム」（教会・任意団体等の民間主導の組織化
のあり方）を対象としたものだが、教育ヴォ
ランタリズムを「宗教勢力と宗派主義の執拗
な存続と国家介入の遅れ」としてではなく、
市民社会に基礎を置く新たな公共性の創出
と、名誉革命体制から古典的自由主義国家へ
の転換の一局面として解釈しようとしたも
のである。これらの研究は、イングランド公



教育史の再解釈の可能性を提示するもので
あると同時に、1830 年代までのアイルランド
における教育政策と、イングランドにおける
それを比較検討するための理論的枠組みを
提示するものでもある。イングランドでもア
イルランドでも、19 世紀初頭において基礎教
育を担ったのは民間教育振興任意団体であ
り、まずは両者の類似性が確認できる。その
上で、そうした民間団体が、どのような根拠
で「公的なもの」と見なされたのかは、両者
で差異があった。両者の差異は、「進んだア
イルランド／遅れたイングランド」という二
元的な枠組みではなく、それぞれの文脈にお
いて教会・国家・任意団体がどのような関係
を取り結び、どのような条件が「公共性」を
満たすと考えられたか、という正統性や合意
形成のレベルで理解されるべきである、とい
うことが、これらの研究から引き出された結
論であった。 
 
(3)教育振興任意団体の実証研究 
 学会発表③は、「反悪徳キリスト教知識儀
礼普及協会」という団体を対象にした実証研
究である。従来のアイルランド公教育史研究
においては、18 世紀に結成され、アイルラン
ド民衆のプロテスタント、アイルランド国教
会への改宗を目的に掲げていた「プロテスタ
ント学校普及協会」と、19世紀初頭に結成さ
れ、非宗派主義を掲げた「キルデア・プレイ
ス協会」のふたつが注目されてきた。これに
対して、本研究が対象とした「反悪徳キリス
ト教知識儀礼普及協会」は、アイルランド国
教会の支援を受けつつも、18 世紀末に民間主
体で立ち上げられ、改宗目的を明確に否定し
宗派協調を目指した団体であり、「キルデ
ア・プレイス協会」に先立って、合同直後の
1901 年から国庫補助金の支給を受けていた。 
本研究による報告では、この「反悪徳キリ
スト教知識儀礼普及協会」の議事録と、アイ
ルランド議会史料および合同後のイギリス
議会史料を用いて、この団体が国庫補助金を
受給する経緯を追跡した。そこで明らかにな
ったのは、この団体が、先行研究が位置づけ
るよりもはるかに「近代的・啓蒙的」なもの
であり、「改宗目的の否定と宗派協調」を明
確に掲げ、アイルランド国教会だけに限定さ
れない広範な支持を集めていたということ
であった。同団体への公費補助は、18 世紀的
な根拠である、「アイルランド民衆に対する
プロテスタントへの教化促進」ではなく、「宗
派協調、啓蒙（宗派を問わない「キリスト教
化」）」という点に特徴づけられる。協会の目
的は、19 世紀的な中立国家、ないし自由主義
的な公益性という観点から正当化されてい
たと言えるであろう。このことは、「実際に
は改宗目的を持っていたプロテスタント団
体がカトリックの支持を失った結果、宗派対
立を最終的に調停するための国民学校制度
が政府主導で構築された」というアイルラン
ド公教育史の通説に対して、それを部分的に

修正する可能性を拓くものであると考える。 
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